（別紙様式３、４関係）

介護施設等自家発電装置整備事業関係書類作成にあたっての留意事項
１　人工呼吸器等の機器の対象者について

当該事業は計画停電時等において、人工呼吸器、酸素療法、喀痰吸引等の機器の作動に必要な電力を供給するための非常用自家発電装置の整備をするものであることから、人工呼吸器等の機器の対象者が現に入所している施設及び機器・人員配置等から当該機器等の対象者の受入れ可能な施設となります。
（現時点で機器の対象者がいる施設が優先されます。）
よって、自家発電装置の整備後も、当該機器等の対象者の受入れをしない施設は、対象になりませんので、ご留意願います。

２　非常用自家発電装置について
(１)　東日本大震災で非常用自家発電装置が被災し、滅失、損壊（修復困難なもの）した施設も未整備施設と同様に対象とします。

(２)　非常用自家発電装置が現に整備されていない施設が優先となります。
３　記載上の注意

(１)　別紙様式４の作成にあたっては、種別、箇所数の右側（欄外）に対象者の現に入所している施設名、機器種類、人数を付記してください。
【記載例】 ※機器種類　人工呼吸器：(呼吸)、酸素療法：(酸素)、喀痰吸引：(吸引）
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事業種別

箇所数

介護老人保健施設

２

○○苑(吸引)10、○○荘(吸引)5(酸素)4
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特別養護老人ホーム

軽費老人ホーム
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(２)　積算内訳の右の「備考欄」に既存自家発電装置の有無、台数及び破損している場合はその旨を記入願います。
